


























































いて認められるためである。③利益の分配可能性の面については，2005 年（平成 17 年）
改正前商法の配当可能利益に関する規定において以下のようになっていた。




（1） 嶌村剛雄　1994 年　『会計学一般原理』32 頁
（2） 桜井久勝　2018 年　『財務会計講義』72 頁
（3） 同上書　72 頁
（4） 武田隆二　2008 年　『最新財務諸表論』322 頁　②の反対給付を「対価の成立」と述べたが，具体的に現金
又は現金同等物としている。
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2　資本準備金及利益準備金ノ合計額
3　其ノ決算期ニ積立ツルコトヲ要スル利益準備金ノ額

































（5） 西山忠範　1962 年　「貸借対表照上の資本と利益をめぐる株主と債権者の利害」　『税法』24 号 199 頁





































（8） 山下勝治　1980 年『会計学一般原理―決定版―』16 頁
―136―












整備した上で，目的を問わず自己株式の取得を解禁した平成 13 年の第 79 号改正において
は，資本減少差益を法定準備金に積み立てるものとしていた規制が廃止されるとともに（旧




290 条）及び中間配当（商法 293 条ノ 5）と資本及び法定準備金の減少に伴う払戻し（商























































（11）氏原茂樹　2008 年「「純資産の部」の特質：会社法に関連して」158 頁『流経法學』8 巻 2 号
（12）秋坂朝則　2007 年『新訂版　商法改正の変遷とその要点―その創設から会社法設立まで―』236 頁
―138―




























× 1 年 × 2 年 × 3 年
売上高 0 75,000 75,000
原価 120,000 0 0
利益 △ 120,000 75,000 75,000
（13）嶌村剛雄　前掲書 100 頁　伊藤邦雄　2012 年『ゼミナール現代会計入門』209 頁　


































× 1 年 × 2 年 × 3 年
売上高 150,000 0 0
原価 120,000 0 0
利益 30,000 0 0
（16）嶌村剛雄　前掲書　133 頁
―140―











































































































































































































































（30）国田清志　2000 年「会計における基礎的概念「会社会計基準序説」研究」　『一橋論叢』123 巻 5 号
（31）W.A.Paton&A.C.Littleton,AnIntroductionToCorporateAccountingStandards，AAA,MonograghNo.3,
1940. 中島省吾訳　1979 年『会社会計基準序説』23 頁
―146―














































































（39）岩崎勇　2019 年『IFRS の概念フレームワーク』1 頁
（40）企業会計基準委員会『討議資料「財務会計の概念フレームワーク」』2 頁
―148―





















































　ここでは，後述する IFRS 第 15 号の「顧客との契約から生じる収益」（Revenuefrom





























































































（1）当期首に，A 社は B 社（顧客）と，標準的な商品 X の販売と 2 年間の保守サービス
を提供する 1 つの契約を締結した。
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35 項では，前段においてステップ 1～5 の手順における結果，当該企業がどのように収益
を認識するかについて述べている。35 項後段及び 37 項では顧客がどのように財又はサー
ビスが提供されると当該企業が収益を認識できるかを示している。顧客が資産を受入れ，
資産の支配をするということは，商品を販売した当該企業は資産の増加（金銭債権の取得




















　次にステップ 2 である。ステップ 2 では，ステップ 1 において「契約」とみなされた取























　次にステップ 3 である。ステップ 3 では，契約において商品を販売したことやサービス
の提供をしたことにより，得ることのできる権利の金額を算定し取引価格として収益計上
の測定基礎とするのである。前提条件でいえば，商品 X と保守サービスの提供という対













　次にステップ 4 である。ステップ 4 では，1 つの契約に複数の履行義務がある場合，ス

















・商品 X12,000 千円　・保守サービス 3,000 千円　と仮定する。
商品 X の販売分　
取引価格 12,500 千円×　　　　　　　＝　10,000 千円
保守サービス分
取引価格 12,500 千円×　　　　　　　＝　2,500 千円




























ては，2 年間においてサービスの提供をするため，ステップ 4 で算定された取引価格 2,500


























































　1956 年，「損益法の計算原理」『一橋論叢』，36 巻 6 号 605 頁－623 頁
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〔抄　録〕
　本稿の目的は，まず，我が国における従来の収益及び費用の認識・測定について制度及
び理論を概観する。認識については，収益費用アプローチにより実現主義の採用・根拠に
ついて利益の特質に対する適合性の面から検討している。そこでは，以前は利益の分配可
能性が重視され，それを実現主義採用の拠り所としてきたが，商法の改正により利益の分
配可能性という特性が要請されなくなり，そのことにより改正された会社法の規定が実現
主義の根拠となり得ていないことを明らかにしている。また，従来の会計理論では，ドイ
ツ動態論の影響から，収益及び費用の測定として収入支出との関係が重視されてきたこと
を再確認した。そして，新会計基準への改定の背景には，IASB が採用する資産負債アプ
ローチとその理論に基づいた概念フレームワークがあることを論証し，日本の会計制度設
計にあたり，大きな理論的な転換が生じてきていることを明確にした。
　さらに，収益に関する新会計基準について，収益認識を段階的に捉え，その各段階（ス
テップ）ごとに具体例を挙げ，資産負債アプローチに基づく収益の認識過程が，如何なる
ものかを詳細に検討した。これにより，資産負債アプローチに基づく収益認識過程を明確
にすることができた。ただし，収益認識基準の理解にとって不可欠の検討課題である会計
処理の変更や廃止などの実務への影響については検討できなかったので，今後の検討課題
としたい。
―161―
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